
エネルギー政策
への視点

［S＋3E］

安全確保を大前提に、エネルギー安全保障・経済性・環境保全の同時達成へ、

「エネルギーミックス」「経済基盤」「原子力」といった

エネルギー政策をめぐる各側面について、各分野の専門家・有識者の意見を聴いた──
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東
日
本
大
震
災
後
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
関
す
る
最
大

の
変
化
は
、
需
要
側
の
役
割
の
拡
大
だ
。
節
電
や
Ｄ

Ｒ
（
デ
マ
ン
ド
レ
ス
ポ
ン
ス
）
が
進
み
、
供
給
側
で

の
対
応
一
辺
倒
で
は
な
く
な
っ
て
い
る
。

　

正
直
、
原
子
力
の
再
稼
動
が
こ
こ
ま
で
進
ま
な
い

と
は
思
わ
な
か
っ
た
し
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
推

進
へ
舵
を
切
っ
た
も
の
の
国
民
負
担
が
増
大
。
電
力

シ
ス
テ
ム
改
革
も
急
ピ
ッ
チ
で
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、

こ
こ
に
来
て
防
災
面
で
も
よ
り
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
な
エ

ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
が
求
め
ら
れ
る
な
ど
、
課
題
山

積
の
状
況
だ
。

　

資
源
小
国
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
「
Ｓ
＋
３

Ｅ
」（
安
全
性
を
最
優
先
に
環
境
性
・
経
済
性･

安
定

供
給
の
調
和
）
を
基
本
的
視
点
に
、
多
様
な
エ
ネ
ル

ギ
ー
を
バ
ラ
ン
ス
良
く
組
み
合
わ
せ
る
エ
ネ
ル
ギ
ー

ミ
ッ
ク
ス
の
総
力
戦
で
臨
ま
な
い
と
い
け
な
い
。

　

と
こ
ろ
が
、
原
子
力
は
政
治
案
件
化
し
て
身
動
き

が
取
れ
な
い
。
パ
リ
協
定
で
の
温
室
効
果
ガ
ス
削
減

目
標
を
視
野
に
２
０
３
０
年
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク

ス
と
し
て
、
発
電
時
に
Ｃ
Ｏ
２
を
出
さ
な
い
原
子
力

の
電
源
構
成
比
率
を
20
〜
22
％
と
し
た
が
、
再
稼
動

が
進
ま
な
い
と
他
の
政
策
も
見
直
さ
ざ
る
を
得
な
く

な
る
。
既
存
発
電
所
の
長
期
運
用
な
ど
は
コ
ス
ト
的

に
も
合
理
的
な
手
段
だ
が
、
対
策
工
事
に
巨
額
の
投

資
が
必
要
と
な
れ
ば
、
３
Ｅ
の
調
和
と
い
う
せ
っ
か

く
の
有
効
性
が
阻
害
さ
れ
る
。

　

期
待
の
再
エ
ネ
は
、
Ｆ
Ｉ
Ｔ
（
固
定
価
格
買
取
）

制
度
の
失
敗
、
つ
ま
り
12
年
の
制
度
導
入
時
に
買
取

価
格
を
高
く
設
定
し
す
ぎ
た
た
め
国
民
負
担
の
増
大

を
招
い
た
。
必
要
な
の
は
、
安
い
再
エ
ネ
。
い
く
ら

再
エ
ネ
が
環
境
面
で
優
れ
て
い
て
も
、
既
に
人
口
減

少
局
面
に
入
っ
た
日
本
で
、
再
エ
ネ
用
に
新
た
な
送

電
設
備
を
次
々
増
や
す
わ
け
に
は
い
か
な
い
。

　

安
価
な
石
炭
も
環
境
面
へ
の
配
慮
か
ら
、
減
ら
す

動
き
が
加
速
し
、
使
う
場
合
は
環
境
対
策
設
備
に
コ

ス
ト
が
か
か
っ
て
し
ま
う
。

　

こ
れ
以
上
再
エ
ネ
が
高
く
な
り
、
安
価
な
原
子
力

も
石
炭
も
十
分
使
え
ず
、
電
気
料
金
が
高
騰
す
る
と
、

日
本
の
産
業
は
競
争
力
を
失
う
。
要
す
る
に
「
Ｓ
＋

３
Ｅ
」
を
満
た
す
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
実
現
は
、

供
給
側
だ
け
で
対
応
す
る
に
は
金
が
か
か
り
す
ぎ
る
。

　

需
要
側
に
目
を
向
け
る
と
、
２
０
３
０
年
の
電
力

需
要
の
う
ち
17
％
を
徹
底
し
た
省
エ
ネ
で
削
減
し
よ

う
と
し
て
い
る
。
製
造
業
な
ど
の
大
口
ユ
ー
ザ
ー
、

つ
ま
り
産
業
部
門
で
は
既
に
節
電
、
Ｄ
Ｒ
と
い
っ
た

対
策
を
講
じ
て
い
る
が
、
加
え
て
家
庭
部
門
や
オ

フ
ィ
ス･

店
舗
な
ど
業
務
部
門
で
の
対
応
が
必
要
だ
。

需
要
側
の
リ
ソ
ー
ス
と
し
て
、
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給
湯

機
や
Ｅ
Ｖ
（
電
気
自
動
車
）
を
蓄
電
池
代
わ
り
に

使
っ
た
り
、
ス
マ
ー
ト
メ
ー
タ
ー
を
非
常
時
の
電
流

制
限
に
使
い
家
庭
で
も
Ｄ
Ｒ
の
し
く
み
を
実
装
す
る

エ ネ ル ギ ー 政 策 へ の 視 点

岩
船
由
美
子 

東
京
大
学
生
産
技
術
研
究
所
特
任
教
授

エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス

供
給
側
で
の
総
力
戦
に
加
え

需
要
側
の
リ
ソ
ー
ス
活
用
を

いわふね　ゆみこ
東京大学生産技術研究所エネルギー
システムインテグレーション社会連携研
究部門特任教授

（電気工学・エネルギーシステム工学）
1991年北海道大学工学部電気工学
科卒、同大学院工学研究科修士課程
修了、東京大学大学院工学系研究科
電気工学専攻博士課程修了（工学博
士）。三菱総合研究所、住環境計画研
究所主任研究員を経て、2008年東京
大学生産技術研究所講師、10年准教
授、15年より現職。総合資源エネルギー
調査会 省エネルギー・新エネルギー分
科会／電力・ガス事業分科会 再生可
能エネルギー大量導入・次世代電力ネッ
トワーク小委員会委員など歴任。　
http://www.iwafunelab.iis.u-tokyo.
ac.jp/html/member.html

安
定
供
給
を
守
っ
て
き
た
が
、
自
由
化
で
プ
レ
ー

ヤ
ー
は
増
え
、
状
況
は
一
変
し
た
。
新
規
プ
レ
ー

ヤ
ー
に
は
も
う
少
し
公
益
的
視
点
も
望
み
た
い
が
、

新
旧
の
プ
レ
ー
ヤ
ー
が
競
争
し
つ
つ
も
共
通
課
題
に

つ
い
て
共
同
で
解
決
す
る
。
そ
ん
な
変
化
の
兆
し
は

感
じ
て
い
る
し
、
期
待
も
し
て
い
る
。
そ
し
て
何
よ

り
望
み
た
い
の
は
、
大
胆
で
柔
軟
な
料
金
メ
ニ
ュ
ー

の
設
定
だ
。
原
子
力
等
の
ベ
ー
ス
電
源
に
よ
る
安
い

夜
間
電
力
の
料
金
メ
ニ
ュ
ー
は
以
前
か
ら
あ
る
が
、

Ｐ
Ｖ
（
太
陽
光
発
電
）
に
よ
る
安
い
昼
間
の
電
気
な

ど
、
多
様
な
選
択
肢
が
あ
れ
ば
、
従
来
と
異
な
る
需

要
を
生
み
出
し
、
電
化
促
進
に
も
つ
な
が
る
と
考
え

て
い
る
。

な
ど
、
も
っ
と
需
要
側
の
リ
ソ
ー
ス
活
用
を
望
み
た

い
。

　

将
来
を
見
通
す
と
、
欧
米
諸
国
で
は
、「
電
化
＋

電
源
の
ク
リ
ー
ン
化
」
が
目
標
に
な
っ
て
い
る
。
原

子
力
や
再
エ
ネ
と
い
っ
た
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
電
源

を
増
や
す
と
と
も
に
、
社
会
全
体
で
電
化
を
進
め
て

い
く
こ
と
が
重
要
だ
。

　

と
り
わ
け
有
効
な
方
法
の
一
つ
が
Ｅ
Ｖ
の
活
用
だ
。

国
家
戦
略
と
し
て
Ｅ
Ｖ
の
急
拡
大
を
進
め
17
年
時
点

の
累
計
普
及
台
数
１
２
３
万
台
の
中
国
と
比
べ
、
日

本
は
Ｐ
Ｈ
Ｖ
（
プ
ラ
グ
イ
ン
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
）
を

合
わ
せ
て
も
ま
だ
20
万
台
程
度
。
今
は
長
距
離
走
行

を
め
ざ
し
電
池
の
大
型
化
を
進
め
て
い
る
が
、
そ
れ

Ｓ＋３Ｅ

２０３０年度の電源構成 で
は
コ
ス
ト
は
高
く
な
る
ば
か
り
。
む
し
ろ
近
距
離

ユ
ー
ザ
ー
の
需
要
を
掘
り
起
こ
す
こ
と
が
望
ま
し
い
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
は
産
業
や
社
会
を
支
え
る
ラ
イ
フ
ラ

イ
ン
で
あ
り
、
国
の
競
争
力
を
左
右
す
る
か
ら
産
業

界
は
電
気
料
金
に
厳
し
い
目
を
向
け
る
が
、
一
般
の

人
々
に
は
普
段
は
ほ
と
ん
ど
意
識
さ
れ
な
い
。
ア
メ

リ
カ
人
は
年
に
９
分
し
か
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
こ
と
を
考

え
な
い
と
い
う
調
査
結
果
が
あ
る
が
、
そ
れ
は
ど
の

国
も
同
じ
だ
ろ
う
。
よ
ほ
ど
料
金
が
高
い
と
か
停
電

が
頻
発
す
る
の
で
な
い
限
り
、
電
気
は
あ
っ
て
当
た

り
前
の
存
在
で
あ
る
。

　

そ
う
い
う
な
か
で
、
電
力
会
社
は
こ
れ
ま
で
、
電

力
イ
ン
フ
ラ
を
担
う
無
二
の
存
在
と
し
て
の
矜
持
で

資源エネルギー庁の資料をもとに作成

資源エネルギー庁の資料をもとに作成

東京大学ほか「革新的エネルギー貯蔵システム等を活用した
超分散エネルギーシステムの研究報告書（2018）」の資料をもとに作成

需要側のリソース活用

安全確保
（Safety）

エネルギーの安定供給
（Energy security）

経済性
（Economy）

環境保全
（Environmental

conservation）

地熱
1.0～1.1％程度

バイオマス
3.7～4.6％程度

省エネ
17％程度

太陽光
7.0％程度

風力 1.7％程度

水力
8.8～9.2％程度

総発電電力量
12,780億kWh程度

総発電電力量
10,650億kWh程度

再エネ
19～20％程度

原子力
17～18％程度

LNG
22％程度

石炭
22％程度

石油 2％程度

再エネ
22～24％程度

原子力
20～22％程度

LNG
27％程度

石炭
26％程度

石油 3％程度

発送電領域 配電領域 需要領域

原子力発電

火力発電

系統用蓄電池

再生可能
エネルギー発電

導入量：高位・中位・低位ケース

配電制約
•受電容量
•電圧

住宅

ビル

産業用

EV

家庭用蓄電池

配電ネットワーク
シミュレーション
▶増強設備
　繰り延べ効果

需要家EMS
シミュレーション
▶電力料金最小化

需給シミュレーション
▶燃料費最小化
▶調整力確保
▶予備力確保

価格情報
（各種制約の計算上の価格）

設備増強回避
PV出力抑制回避

エネルギー・予備力・
周波数制御の調整力

アグリ
ゲータ
ＤＲ
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バ
ブ
ル
経
済
か
ら
、
そ
の
崩
壊
と
失
わ
れ
た
20
年
、

さ
ら
に
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
や
東
日
本
大
震
災
。
激

動
の
平
成
期
、
日
本
経
済
は
残
念
な
が
ら
か
つ
て
の

勢
い
を
失
っ
て
し
ま
っ
た
。

　

１
９
９
７
年
に
４
６
７
万
円
だ
っ
た
日
本
人
の
平

均
所
得
は
、
２
０
１
７
年
盛
り
返
し
た
と
は
言
え

４
３
２
万
円
と
１
割
近
く
も
減
少
。
日
本
経
済
の
原

動
力
だ
っ
た
輸
出
も
世
界
シ
ェ
ア
を
落
と
し
、
今
や

輸
出
金
額
は
中
・
米
・
独
に
大
き
く
水
を
あ
け
ら
れ

て
の
４
位
だ
。
そ
こ
に
は
技
術
力
の
衰
退
が
影
を
落

と
し
て
い
る
。
２
０
１
０
年
頃
ま
で
日
米
が
ト
ッ
プ

を
競
っ
て
い
た
特
許
出
願
件
数
は
、
既
に
中
国
が
断

ト
ツ
の
１
位
。
日
本
は
中
国
の
３
分
の
１
近
く
ま
で

凋
落
し
て
い
る
。
新
事
業
創
出
で
も
、
Ｇ
Ａ
Ｆ
Ａ
に

代
表
さ
れ
る
米
国
企
業
に
世
界
市
場
を
制
覇
さ
れ
、

こ
れ
に
対
抗
し
て
い
る
の
は
中
国
だ
け
。
日
欧
は
ほ

と
ん
ど
為
す
術
が
な
い
。
技
術
立
国
ニ
ッ
ポ
ン
な
ん

て
遠
い
昔
の
話
だ
、
と
嘆
き
た
く
な
る
。

　

救
い
は
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
効
果
が
現
れ
始
め
て
い
る

こ
と
。
97
年
を
頂
点
に
下
が
り
続
け
た
平
均
所
得
は
、

13
年
か
ら
少
し
ず
つ
上
が
り
始
め
た
し
、
輸
出
の
世

界
シ
ェ
ア
低
下
に
も
歯
止
め
が
か
か
り
、
僅
か
な
が

ら
上
向
き
傾
向
に
あ
る
。
日
本
経
済
再
生
に
は
こ
の

傾
向
を
持
続
す
る
こ
と
が
不
可
欠
だ
が
、
そ
こ
で
考

慮
す
べ
き
な
の
が
電
気
を
は
じ
め
と
す
る
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
経
済
に
及
ぼ
す
影
響
だ
。

　

影
響
の
一
つ
は
限
定
的
だ
が
直
接
的
な
効
果
、
す

な
わ
ち
発
電
所
立
地
点
へ
の
波
及
効
果
だ
。
一
般
の

製
造
業
や
サ
ー
ビ
ス
業
に
比
べ
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
は

１
人
あ
た
り
付
加
価
値
額
が
高
く
、
そ
う
し
た
産
業

が
地
元
に
あ
る
と
地
域
経
済
へ
の
波
及
効
果
が
高
い
。

と
り
わ
け
原
子
力
発
電
は
火
力
発
電
と
異
な
り
コ
ス

ト
に
占
め
る
燃
料
費
の
割
合
が
低
い
た
め
、
海
外
に

流
出
す
る
金
が
少
な
く
、
地
元
企
業
へ
の
発
注
や
雇

の
原
子
力
技
術
は
停
滞
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
小
型
モ

ジ
ュ
ー
ル
炉
開
発
な
ど
世
界
の
最
新
ト
レ
ン
ド
か
ら

取
り
残
さ
れ
つ
つ
あ
る
。
課
題
山
積
だ
が
、
ま
ず
は

既
存
炉
を
き
ち
ん
と
使
っ
て
い
く
こ
と
が
大
事
で
あ

り
、
僅
か
に
40
年
以
降
の
運
転
を
め
ざ
す
炉
が
４
基

出
て
き
て
い
る
こ
と
に
期
待
し
た
い
。

　

経
済
基
盤
を
担
う
原
子
力
の
技
術
と
人
材
継
承
へ
、

こ
こ
で
踏
ん
張
ら
な
い
限
り
、
国
内
の
リ
プ
レ
ー
ス

も
自
力
で
で
き
な
く
な
り
か
ね
な
い
。
そ
う
な
る
前

に
、
政
治
は
２
０
３
０
年
目
標
を
実
現
す
る
具
体
策

を
打
ち
出
す
勇
気
を
持
ち
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
者
は

地
道
な
理
解
活
動
に
努
め
、
我
々
国
民
も
声
高
で

偏
っ
た
議
論
に
惑
わ
さ
れ
ず
、
冷
静
に
日
本
の
将
来

を
考
え
る
力
を
養
い
た
い
。

用
・
消
費
に
回
っ
て
日
本
経
済
に
プ
ラ
ス
に
な
る
。

　

二
つ
目
は
、
よ
り
広
範
囲
に
関
わ
る
電
気
料
金
の

変
動
だ
。
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故

後
の
原
子
力
発
電
停
止
の
影
響
で
、
14
年
に
は
産
業

用
の
電
気
料
金
は
平
均
約
38
％
値
上
が
り
し
た
。
結

果
、
国
内
製
造
業
の
電
力
コ
ス
ト
は
中
大
手
だ
け
に

限
っ
て
も
約
１
兆
２
０
０
０
億
円
も
増
加
。
サ
ー
ビ

ス
業
も
同
様
で
、
あ
る
大
手
全
国
チ
ェ
ー
ン
の
ス
ー

パ
ー
で
は
電
気
料
金
が
50
億
円
も
増
え
た
。
こ
の

ス
ー
パ
ー
の
正
社
員
数
は
約
８
０
０
０
人
だ
か
ら
、

仮
に
こ
の
50
億
円
を
人
件
費
に
回
し
た
と
す
れ
ば
、

１
人
あ
た
り
60
万
円
の
ボ
ー
ナ
ス
を
出
せ
た
計
算
だ
。

　

家
庭
用
も
平
均
約
25
％
値
上
が
り
し
た
が
、
家
計

調
査
報
告
に
よ
る
と
実
際
の
支
出
額
は
15
％
程
度
の

増
加
に
留
ま
っ
て
お
り
、
節
電
の
進
展
を
窺
わ
せ
る
。

し
か
し
今
や
日
本
の
約
16
％
を
占
め
る
貧
困
世
帯
で

は
、
も
と
も
と
電
気
を
あ
ま
り
使
っ
て
い
な
い
か
ら

エ ネ ル ギ ー 政 策 へ の 視 点

山
本
隆
三 

常
葉
大
学
経
営
学
部
教
授
／
国
際
環
境
経
済
研
究
所
長

経
済
基
盤

経
済
再
生
へ
、

基
盤
と
し
て
の
電
気
を

ど
う
す
る
？

やまもと　りゅうぞう
常葉大学経営学部教授（国際経営論、
環境経済・経営）／国際環境経済研究
所長
1951年香川県生まれ。京都大学卒。
住友商事入社。石炭部副部長、地球
環境部長などを経て、2008年プール学
院大学国際文化学部教授。10年より
常葉大学教授。経済産業省「産業構
造審議会環境部会地球環境小委員
会政策手法ワーキンググループ」委員
など歴任。著書『夢で語るな日本のエ
ネルギー』『脱原発は可能か』『激論＆
直言日本のエネルギー』『電力不足が
招く成長の限界』など。
https://www.tokoha-u.ac.jp/teachers/
management/fuji/yamamoto_r/

節
電
余
地
は
ほ
と
ん
ど
な
く
、
値
上
げ
が
家
計
を
直

撃
し
た
。
さ
ら
に
12
年
か
ら
始
ま
っ
た
再
エ
ネ
賦
課

金
（
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
促
進
賦
課
金
）
の

負
担
も
年
々
増
大
し
、
既
に
電
気
料
金
全
体
の
１
割

以
上
を
占
め
て
い
る
。

　

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
う
し
た
こ
と
が
さ
ほ
ど
問

題
視
さ
れ
な
い
の
は
電
気
と
い
う
商
品
の
特
殊
性
に

あ
る
。
普
通
の
商
品
は
支
払
い
が
先
だ
が
、
電
気
は

後
払
い
。
ス
イ
ッ
チ
を
入
れ
る
だ
け
で
使
え
、
使
っ

た
ら
料
金
を
払
う
、
自
分
が
で
き
る
の
は
節
電
く
ら

い
と
思
っ
て
い
る
か
ら
、
再
エ
ネ
賦
課
金
が
上
昇
し

続
け
て
い
る
こ
と
な
ど
、
ほ
と
ん
ど
知
ら
な
い
。

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
で
重
要
な
の
は
、「
環
境
性
」

に
配
慮
し
つ
つ
「
安
定
的
」
に
「
安
価
」
に
「
安

平均年収の推移（1989-2017年）

電気料金の推移

主要国の名目GDPの国際比較

電力需要実績確報（電気事業連合会）、
各電力会社決算資料等に基づく資源エネルギー庁の資料をもとに作成

国税庁「民間給与実態統計調査結果」資料をもとに作成 

内閣府、世界銀行の資料をもとに作成

全
」
に
電
気
を
供
給
し
続
け
る
こ
と
。
一
つ
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
で
四
つ
の
課
題
を
全
て
満
た
す
の
は
難
し
く
、

多
様
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
が
不
可
欠
だ
。

　

事
故
か
ら
８
年
。
よ
う
や
く
原
子
力
の
再
稼
動
が

進
み
つ
つ
あ
る
が
、「
２
０
３
０
年
に
原
子
力
比
率
20

〜
22
％
」
と
い
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
目
標
数
値

を
実
現
す
る
た
め
の
具
体
策
は
示
さ
れ
ず
、
リ
プ
レ

ー
ス
や
新
増
設
を
ど
う
す
る
か
も
曖
昧
な
ま
ま
。
実

は
米
国
で
は
Ｔ
Ｍ
Ｉ
事
故
後
34
年
ぶ
り
に
２
０
１
３

年
新
規
の
原
子
力
発
電
所
建
設
が
着
工
さ
れ
た
が
、

中
断
が
響
い
て
自
国
内
で
は
技
術
継
承
が
不
十
分
。

代
わ
り
に
建
設
ラ
ッ
シ
ュ
が
続
く
中
国
か
ら
エ
ン
ジ

ニ
ア
を
招
聘
せ
ざ
る
を
得
な
い
事
態
と
な
っ
た
。

　

日
本
も
他
人
事
で
は
な
い
。
こ
の
ま
ま
で
は
日
本
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２
０
１
２
年
に
原
子
炉
等
規
制
法
が
改
正
さ
れ
、

原
子
力
発
電
所
の
運
転
期
間
は
原
則
40
年
と
定
め
ら

れ
た
。
結
果
と
し
て
廃
炉
を
選
択
し
た
発
電
所
も
あ

る
。
し
か
し
関
西
電
力
の
高
浜
１
・
２
号
機
、
美
浜

３
号
機
な
ど
が
40
年
以
降
へ
と
運
転
期
間
を
延
長
し

再
稼
動
を
め
ざ
し
て
い
る
。

　

40
年
以
降
の
運
転
は
日
本
だ
け
の
動
き
で
は
な
い
。

欧
米
を
は
じ
め
中
国
も
既
に
長
期
運
用
へ
と
動
い
て

い
る
。
こ
の
世
界
共
通
テ
ー
マ
を
考
え
る
に
あ
た
り
、

三
つ
の
キ
ー
ワ
ー
ド
を
整
理
し
て
お
き
た
い
。

　

ま
ず
日
本
の
40
年
以
降
運
転
は
、
世
界
で
言
う
と

こ
ろ
の
「
ロ
ン
グ
タ
ー
ム
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
に
あ

た
る
。
米
国
で
は
運
転
期
間
は
免
許
に
よ
り
法
的
な

制
限
を
受
け
る
が
、
更
新
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
。

時
間
と
と
も
に
材
料
や
部
品
は
劣
化
し
、
機
器
の
機

能
は
低
下
す
る
か
ら
、
長
期
運
用
に
「
エ
イ
ジ
ン
グ

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
劣
化
管
理
）」
は
不
可
欠
だ
。
こ

の
物
理
的
劣
化
に
加
え
、
技
術
や
制
度
は
「
陳
腐

化
」
す
る
の
で
、
そ
れ
も
含
め
た
広
い
意
味
で
の
高

経
年
化
対
策
「
プ
ラ
ン
ト
ラ
イ
フ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（
Ｐ
Ｌ
Ｍ
も
し
く
は
Ｐ
Ｌ
ｉ
Ｍ
＝
長
期
的
視
点
で
の

総
合
的
な
プ
ラ
ン
ト
管
理
）」
が
重
要
に
な
る
。

　

こ
れ
ら
の
基
本
を
踏
ま
え
て
、
構
築
物
を
見
る
と
、

日
本
史
の
中
に
世
界
に
誇
る
高
経
年
化
対
策
の
実
績

を
発
見
で
き
る
。
例
え
ば
１
３
０
０
年
の
時
を
刻
む

法
隆
寺
の
五
重
塔
。
優
れ
た
宮
大
工
が
、
い
に
し
え

の
技
術
を
継
承
・
進
化
さ
せ
な
が
ら
メ
ン
テ
ナ
ン
ス

を
続
け
る
こ
と
で
、
世
界
最
古
の
木
造
建
築
と
し
て

現
存
し
て
い
る
。
同
様
に
原
子
力
発
電
所
も
、
取
り

替
え
ら
れ
る
機
器
や
部
品
は
全
て
取
り
替
え
る
な
ど

適
切
な
補
修
に
よ
っ
て
長
期
運
用
は
可
能
で
あ
り
、

そ
れ
は
電
力
安
定
供
給
や
技
術
継
承
・
進
化
と
人
材

育
成
上
も
重
要
だ
。
但
し
、
そ
の
メ
リ
ッ
ト
以
上
に

コ
ス
ト
が
嵩
む
よ
う
な
ら
、
20
年
に
１
度
の
式
年
遷

達
成
時
期
に
関
す
る
課
題
。
福
島
第
一
の
事
故
後
は

追
加
的
安
全
対
策
コ
ス
ト
が
必
要
と
な
っ
て
お
り
、

リ
ス
ク
に
基
づ
き
、
い
つ
対
策
を
完
了
す
る
か
も
重

要
だ
。

　

ハ
ー
ド
だ
け
で
は
な
い
。
40
年
以
降
の
運
転
と
い

う
未
知
の
分
野
に
踏
み
出
す
際
は
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ

プ
が
重
要
に
な
る
。
リ
ー
ダ
ー
の
役
割
は
変
化
へ
の

対
応
。
予
想
外
の
事
態
や
大
き
な
環
境
の
変
化
に
遭

遇
し
て
も
安
全
最
優
先
の
原
理
原
則
に
基
づ
き
、
進

む
べ
き
方
針
を
示
す
の
が
リ
ー
ダ
ー
だ
。
そ
し
て
巨

大
で
複
雑
な
シ
ス
テ
ム
を
的
確
に
管
理
す
る
の
が
品

質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
で
あ
り
マ
ネ
ジ
ャ
ー
の

役
割
。
未
だ
体
験
し
て
い
な
い
こ
と
に
対
し
、
深
層

防
護
を
し
く
み
と
し
て
つ
く
り
上
げ
、
新
知
見
を
組

み
込
み
、
将
来
の
変
化
も
見
据
え
て
常
に
安
全
を
深

化
さ
せ
て
い
く
。
こ
れ
ら
の
基
盤
こ
そ
が
「
安
全
文

化
」
で
あ
り
、
電
力
会
社
が
40
年
以
降
の
運
転
を
進

め
る
に
あ
た
っ
て
、
試
さ
れ
て
い
る
こ
と
だ
。

　
「
安
全
と
は
、
運
転
経
験
の
評
価
と
研
究
を
通
じ

て
我
々
が
学
ぶ
に
つ
れ
て
発
展
す
る
プ
ロ
セ
ス
で
あ

る
」
─
─
「
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
事
故
後
の
５

年
￨
原
子
力
安
全
の
改
善
と
教
訓
」（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
／

Ｎ
Ｅ
Ａ
16
年
発
表
）
に
掲
載
さ
れ
た
一
文
を
目
に
し

た
時
、
原
子
力
安
全
の
研
究
に
携
わ
る
者
と
し
て
、

胸
に
ス
ト
ン
と
落
ち
た
。
事
故
に
学
ん
で
安
全
を
深

化
さ
せ
る
。
電
力
会
社
が
40
年
以
降
の
運
転
に
挑
む

上
で
貴
重
な
指
針
と
な
る
考
え
方
で
は
な
い
か
。

宮
で
全
て
刷
新
す
る
伊
勢
神
宮
方
式
を
採
り
、
新
型

炉
へ
の
リ
プ
レ
ー
ス
も
選
択
肢
に
な
る
。

　

日
本
で
は
原
子
力
発
電
所
の
高
経
年
化
対
策
に
つ

い
て
、
20
年
以
上
前
の
１
９
９
０
年
代
半
ば
か
ら
検

討
を
重
ね
、
事
業
者
も
積
極
的
に
対
策
を
推
進
。
Ｉ

Ａ
Ｅ
Ａ
（
国
際
原
子
力
機
関
）
に
対
し
て
も
、
そ
の

重
要
性
を
提
言
し
て
き
た
。
日
本
発
の
「
Ｐ
Ｌ
ｉ

Ｍ
」
は
今
や
世
界
共
通
語
と
な
り
、
02
年
か
ら
５
年

ご
と
に
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
主
催
で
Ｐ
Ｌ
ｉ
Ｍ
会
議
も
開
催
。

加
え
て
日
本
の
対
策
は
、
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
の
知
識
デ
ー
タ

ベ
ー
ス
「
Ｉ
Ｇ
Ａ
Ｌ
Ｌ
（International Generic 

A
geging Lessons Learned

＝
国
際
的
経
年
劣
化

管
理
教
訓
集
）」
と
し
て
国
際
的
な
高
経
年
化
対
策

の
標
準
に
な
っ
て
お
り
、
日
本
は
世
界
の
高
経
年
化

対
策
を
リ
ー
ド
し
て
き
た
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

　

も
ち
ろ
ん
こ
れ
ら
で
十
分
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
。

東
京
電
力
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
以
降
、

エ ネ ル ギ ー 政 策 へ の 視 点

関
村
直
人 

東
京
大
学
大
学
院
工
学
系
研
究
科
原
子
力
国
際
専
攻
教
授

原
子
力

深
化
す
る
安
全
─
─

40
年
以
降
の
運
転
を
支
え
る

高
経
年
化
対
策

せきむら なおと
東京大学副学長・大学院工学系研究
科原子力国際専攻教授（原子力工学）
1958年岐阜県生まれ。東京大学大学
院博士課程修了。東京大学講師、助
教授、教授、工学系研究科副研究科
長等を経て現職。巨大複雑系社会経
済システムの安全学と保全学、原子力
材料の放射線照射損傷と経年劣化対
策を研究。システム安全に関する研究
を体系的に進めるため、産・官・学の協
力の下、原子力システムの地震安全、
高経年化対策、燃料高度化に関する
技術戦略ロードマップを策定。
http://www.safety.n.t.u-tokyo.ac.jp

原
子
力
プ
ラ
ン
ト
は
新
た
な
課

題
を
抱
え
て
い
る
。

　
「
深
層
防
護
」
は
重
要
か
つ

有
効
な
安
全
確
保
の
原
則
で
あ

る
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な
い
が
、

①
安
全
規
制
要
求
が
強
化
さ
れ
、

安
全
裕
度
が
縮
小
、
追
加
対
応

が
必
要
に
な
っ
て
い
る
。
②
重

大
事
故
（
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ
ン

ト
）
防
止
の
た
め
の
設
計
基
準

が
強
化
さ
れ
、
経
験
し
て
い
な

い
ト
ラ
ブ
ル
へ
の
対
応
も
求
め

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
40
年

以
降
の
運
転
も
未
経
験
だ
か
ら
、

例
え
ば
経
年
劣
化
も
、
ケ
ー
ブ

ル
や
コ
ン
ク
リ
ー
ト
な
ど
は
原

子
力
分
野
以
外
の
古
今
東
西
の

知
見
も
活
用
し
検
討
を
加
え
る

必
要
が
あ
る
。
③
安
全
性
に
係

る
設
備
・
機
器
の
付
加
、
つ
ま

り
重
大
事
故
防
止
や
事
故
が
起

き
た
場
合
に
備
え
た
、
新
た
な

機
器
の
導
入
や
設
備
の
多
重
化

は
、
事
故
リ
ス
ク
を
低
減
さ
せ

る
一
方
で
、
新
た
な
ヒ
ュ
ー
マ

ン
エ
ラ
ー
や
劣
化
の
リ
ス
ク
を

上
昇
さ
せ
う
る
。
④
コ
ス
ト
と

新規制基準 高経年化対策制度と運転期間延長認可制度

マネジメントとリーダーシップ

原子力規制委員会の資料（2013.7.3）をもとに作成

原子力規制委員会の資料をもとに作成 

Greg Rzentkowski氏（IAEA）の講演資料に基づく関村氏資料をもとに作成

従来の規制基準 新規制基準

重大事故（シビアアクシデント）を
防止するための基準

自然現象に対する考慮

火災に対する考慮

電源の信頼性

その他の設備の性能

耐震・耐津波性能 耐震・耐津波性能

その他の設備の性能

電源の信頼性

火災に対する考慮

自然現象に対する考慮
（火山・竜巻・森林火災を新設）

内部溢水に対する考慮
（新設）

炉心損傷防止対策
（複数の機器の故障を想定）

格納容器破損防止対策

放射性物質の
拡散抑制対策

意図的な航空機衝突
への対応

設計基準の強化

設計基準の
強化または新設

重大事故対策を
新設

重大事故（シビアアクシデント）を防止するための設計
基準を強化するとともに、万が一、重大事故やテロ
が発生した場合に対処するための基準を新設

 マネジメントは業務を完遂し、やるべきことをマスターさせる。
 これに対してリードすることは、他者に影響を与え、変化のための原動力としての共通的な理解をもたらす。
 マネジャーは、リーダーになりうる。

● 計画／経費
● 組織／人員
● 業務割当／フォローアップ
● 管理／問題解決

マネジメント
機能

リーダーシップ
関連性

● 共通的な理解を醸成する
● 方針と方向性を確立する
● 要員を連携させる
● 動機づけして、やる気を喚起する

＊
保
安
規
定
変
更 以降、10年ごとに審査

〈高経年化対策制度〉

〈運転期間延長認可制度〉

高経年化技術
評価、長期保守
管理方針の審査

申
請

認
可

＊
保
安
規
定
変
更

高経年化技術
評価、長期保守
管理方針の審査

申
請

認
可

特別点検結果、
延長期間の劣化
評価、保守管理
方針を審査

申
請

認
可

運転開始後30年 運転開始後40年

保安検査等で事業者の高経年化対策の実施状況を確認


